
 

 

令和５年度茨城県消費者教育啓発講座業務委託募集要領 

 

１ 業務の目的 

この業務は、高齢者等に接する機会の多い福祉・医療関係者等を始め、高齢者の見守りに関

心のある方（以下「介護事業者等」という。）を対象に、消費生活センターの周知や霊感商法を

含めた悪質商法被害防止に係る講座を開催し、高齢者における消費者被害の未然防止を図るこ

とを目的とする。 

 

２ 実施方法 

受託を希望する法人から企画提案を募り、選考を経て１法人を決定し、当該業務を委託して

実施するものとする。 

 

３ 委託業務の概要 

（１）業 務 名  令和５年度茨城県消費者教育啓発講座業務 

（２）業務内容  令和５年度茨城県消費者教育啓発講座業務委託仕様書のとおり 

（３）委託費上限額  １，２９０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（４）履行期間  契約締結の日から委託業務終了日又は令和６年３月３１日のいずれか早い日

まで 

 

４ 応募資格 

  次の条件をすべて満たす法人とする。 

（１）本業務と同種又は類似の業務を受託した経験を有する者であること。 

（２）当該業務を遂行するために必要な組織、人員、資金等の経営基盤を有する者であること。 

（３）定款又は規約を有し、募集開始日以前に１年以上の業務実績を有していること。 

（４）県内又は近隣都県に事務所を有していること。 

（５）宗教活動又は政治活動を主な目的とする組織、団体等でないこと。 

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。 

（７）茨城県暴力団排除条例（平成２２年茨城県条例第３６号）第２条第１号又は同条第３号に

規定する者でないこと。 

 

５ 応募方法 

（１）応募期間 令和５年７月１３日（木）から令和５年７月３１日（月）まで 

（２）応募書類 

  ア 令和５年度茨城県消費者教育啓発講座業務委託応募書（様式第１号） 

  イ 法人の概要書（様式第２号） 

  ウ 企画提案書（様式第３号～第５号） 

  エ 業務に要する経費見積書（様式第６号） 

  オ 消費者教育啓発講座に関する活動実績（様式第７号） 



  カ 資格要件に係る申立書（様式第８号） 

  キ 法人の定款、寄付行為又はこれらに類する書類 

  ク 法人登記事項証明書 

  ケ 役員名簿 

  コ 直近１年間の収支計算書、貸借対照表及び財産目録 

  サ 団体の概要等が記載されたパンフレットなど 

※ 書類の大きさはＡ４判に統一すること。ただし、パンフレット等でＡ４判ではない

ものを除く。 

（３）提出部数 正本１部、副本５部（コピー可） 

（４）応募書類の提出方法及び提出先 

  ア 提出方法 

    提出する提案は１案とし、持参又は郵送によること。 

    提出は、応募期間最終日の午後５時まで（必着）とする。 

直接持参する場合の受付時間は、午前８時３０分から午後５時まで（土曜日及び日曜日

を除く。）とする。 

  イ 提出先 

    茨城県消費生活センター 

    〒３１０－０８０２ 茨城県水戸市柵町１丁目３番１号 水戸合同庁舎内 

    電話 ０２９－２２４－４７２２  ＦＡＸ ０２９－２２６－９１５６ 

E-mail syose@pref.ibaraki.lg.jp 

 

６ 質問及び回答 

（１）受付期間 公募開始から令和５年７月２４日（月）まで 

（２）提出場所 茨城県消費生活センター（E-mail：syose@pref.ibaraki.lg.jp） 

（３）提出方法 電子メールによること。 

（４）回答方法 茨城県消費生活センターのホームページ上に公開する。 

 

７ 審査方法等 

（１）審査方法 

茨城県消費生活センター（以下「県センター」という。）が設置する審査会において、下記

（２）の評価項目に基づき書面及びプレゼンテーションによる審査を行い、最も優れている

と判断される提案を行った者を委託候補者として選定する。 

（２）評価項目 

審査項目 審査基準 

本県における消費者への啓発

の考え方 

高齢者等の見守りを担う人材の育成や、消費者啓発に取

り組む意義を積極的に捉えているか、本事業に対する事

業者のやる気が感じられ、それが共感できるものか。 

研修を推進する上での考え方・

視点、県消費生活センターとの

役割分担 

業務推進の考え方・視点が示されているか、事業者と発

注者との役割分担は適切か。 
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科目の設定、講師の選定 研修科目の設定、講師の選定は妥当か。 
スケジュールの妥当性 研修スケジュールは妥当か。 
本業務を適正かつ高品質に実

施するための体制等 
人員体制、運営方法などが適切か。 

危機管理への対応 緊急時の対応が適切か。 
消費者教育啓発講座に関する

実績 
消費者教育啓発に係る同様の業務実績を有しているか。 

本事業に対する見積金額 経費の積算が具体的で、内容に不備や不適切なものはな

いか。 
その他特に評価できるものがあるか。 

（３）提案者の失格事項等 

  ア  次のいずれかに該当する者は失格とする。 

  （ア）参加資格要件を満たさない者 

  （イ）提案書を応募期間内に提出しなかった者 

  （ウ）提案のプレゼンテーションに参加しなかった者 

（エ）当該審査会の審査員又は事務局の職員に対して、直接的又は間接的に本公募に関し援

助を求めた者又は不正な接触を行った者 

  イ 提出された提案書が次のいずれかに該当する場合は、失格とすることがある。 

  （ア）提出方法がこの要領に適合しないもの 

  （イ）記載すべき内容の全部又は一部が記載されていないもの 

  （ウ）虚偽の内容が記載されているもの 

  （エ）記載内容がこの要領に適合しないもの 

（４）プレゼンテーション 

  ア 期 日 令和５年８月２２日（火） 

  イ 場 所 茨城県水戸市柵町１丁目３番１号 水戸合同庁舎内 会議室 

  ウ 発表者 プレゼンテーションは、原則として本業務の責任者が発表すること。 

（５）審査結果の通知 

   すべての提案者に対し、書面をもって通知する。 

   なお、審査内容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては認めない。 

 

８ 契約締結 

審査結果に基づき、委託候補者と委託業務に係る具体的内容について協議を行い、見積書を

徴し、その結果県センターと委託候補者との間で委託内容及び委託金額について合意に達した

場合に委託契約を締結するものとする。 

なお、この交渉に参加した者が、「４ 応募資格」の要件を満たさなくなったとき又は上記の

協議が整わないときは、契約を締結しないこととする。 

  この場合は、次点者と契約の締結交渉を行うこととする。 

 

９ その他 

（１）書類等の作成に使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨とする。 

（２）企画提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とする。なお、提出された企画



提案書は返却しない。 

（３）提出された提案書等は、当該委託業務以外の目的で公開、使用しないものとし、審査作業

等に必要な範囲において複製することがある。 

（４） 当該委託業務の内容は、提案書及びプレゼンテーションの内容に拘束されるものではなく、

８の協議において業務の追加、変更又は削除を行うことがある。 

（５）企画提案書に虚偽の記載をした場合は、企画提案書を無効にするとともに、不利益処分を

行うことがある。 

（６）受託者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

（７）受託後の注意事項 

ア 県センターは、本委託業務の実施状況について、必要に応じて受託者に説明及び報告を

求め、又はこれに関する帳簿その他関係書類を閲覧・調査することがある。 

イ 県センターは、受託者が本委託業務を遂行することに不適格であると認めたときは、委

託契約を解除することがある。 

ウ 本委託業務の実施に当たっては、県センターと十分協議を行いながら業務を遂行するも

のとする。なお、事業内容については、変更・修正する場合がある。 

また、協議により県センターから指示があった場合には、その指示に従い業務を実施す

ることとする。 


